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１. 電力小売全面自由化の進捗状況について
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⚫ 全販売電力量に占める新電力のシェアは、2024年3月時点では約17.3％。
うち家庭等を含む低圧分野のシェアは、約23.9%。

3（出所）電力取引報

［%］

※上記「新電力」には、供給区域外の大手電力（旧一般電気事業者）を含まず、大手電力の子会社を含む。
※シェアは販売電力量ベースで算出したもの。
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（出所）電力取引報

※シェアは販売電力量ベースで算出したもの。

4

※大手電力の100％子会社を除く。

新電力
シェア

16.5%

域外大手
シェア
2.2%

⚫ 大手電力（旧一般電気事業者）の域外進出は、2024年4月時点で約2.2%。

⚫ 最も進展が見られていた高圧分野においても、足元では約3.9％と減少傾向にある。



北陸 (6.4%)

供給区域別の新電力シェア（全電圧合計）

※シェアは各供給区域において、大手電力（旧一般電気事業者）以外の新電力の販売量を、供給区域内の全販売量で除したもの。
※上記「新電力」には、供給区域外の大手電力を含まず、大手電力の子会社を含む。 （出所）電力取引報
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電圧別の新電力シェア（供給区域別）
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※シェアは各供給区域において、大手電力（旧一般電気事業者）以外の新電力の販売量を、供給区域内の全販売量で除したもの。
※上記「新電力」には、供給区域外の大手電力を含まず、大手電力の子会社を含む。 （出所）電力取引報
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供給区域別・電圧別の新電力シェアの推移

※シェアは各供給区域において、大手電力（旧一般電気事業者）以外の新電力の販売量を、供給区域内の全販売量で除したもの。
※上記「新電力」には、供給区域外の大手電力を含まず、大手電力の子会社を含む。   （出所）電力取引報
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エリア別シェアランキング
（低圧電灯：契約口数ベース）2024年3月時点

⚫ 2024年3月時点で、経過措置規制料金の解除基準の一つである、シェア5%以上の
競争者が2者以上存在する区域はまだ無い。

第98回 制度設計専門会合
（2024年6月25日）資料10より一部編集

北海道電力株式会社 80.7%
北海道瓦斯株式会社 6.3%

SBパワー株式会社 2.1%
auエネルギー&ライフ株式会社 1.8％

東北電力株式会社 86.9%

auエネルギー&ライフ株式会社 2.7%
SBパワー株式会社 1.6%
株式会社PinT 0.8%

東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ株式会社 68.5%
東京ガス株式会社 11.5%
SBパワー株式会社 2.2%
ENEOS株式会社 1.9%

中部電力ミライズ株式会社 80.6%
東邦ガス株式会社 5.8%
SBパワー株式会社 2.7%

auエネルギー&ライフ株式会社 1.0%

北陸電力株式会社 93.9%
株式会社PinT 0.9%

大和ハウス工業株式会社 0.7%
株式会社ハルエネ 0.6%

関西電力株式会社 74.4%
大阪瓦斯株式会社 12.6%
SBパワー株式会社 1.8%

株式会社ジェイコムウエスト 1.5%

中国電力株式会社 88.8%
SBパワー株式会社 2.1%

大和ハウス工業株式会社 0.9%
ENEOS株式会社 0.8%

四国電力 88.2%
auエネルギー&ライフ株式会社 2.7%

SBパワー株式会社 1.4%
株式会社PinT 0.9%

九州電力株式会社 85.4%
auエネルギー&ライフ株式会社 3.2%

西部瓦斯株式会社 1.7%
株式会社PinT 0.9%

沖縄電力株式会社 88.4%
株式会社沖縄ガスニューパワー 7.1%

SBパワー株式会社 2.5%
株式会社ハルエネ 1.1%

（北海道エリア） （東北エリア） （東京エリア）

（北陸エリア）（中部エリア） （関西エリア）

（中国エリア） （四国エリア） （九州エリア）

（沖縄エリア）

（出所）電力取引報
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小売電気事業者の登録数

※登録件数は、月末時点で実際に登録されている件数の合計。
※休止、承継、廃止・解散・取消は2016年4月以降の累計。

（出所）資源エネルギー庁調べ

小売電気事業者の登録数の推移［件］

⚫ 小売事業者の登録数は足元では横ばい。2024年6月末時点で729者。

⚫ そのうち2024年6月末時点の自由化以降の事業承継は累計で162件、事業廃止や法
人の解散等は117件となっている。

1月 4月 6月

726 727 729

46 54 54

146 161 162

104 113 117

登録件数

事業休止件数

事業承継件数

事業廃止・

解散・取消件数

１月 ４月 ７月 10月

374 394 407 427

1 2 2 2

3 6 6 8

4 7 8 8

1月 4月 7月 10月

453 478 496 528

2 2 2 2

10 18 22 24

9 9 10 11

1月 4月 7月 10月

559 595 596 619

2 2 2 2

28 32 55 59

12 12 15 16

1月 ４月 7月 10月

637 644 662 684

2 3 3 4

61 67 72 82

16 20 25 27

1月 4月 7月 10月

695 716 729 734

4 5 14 14

84 94 96 99

33 38 38 42

1月 4月 7月 10月

744 743 739 733

14 14 18 26

105 112 114 124

48 61 71 75

4月 ７月 10月

291 318 356

0 1 1

0 3 3

2 4 4

1月 4月 7月 10月

729 726 730 731

32 37 43 44

129 132 136 142

86 96 97 99



供給実績のある小売電気事業者の推移
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特別高圧
129者

高圧
432者

低圧
444者

全体
529者

2019年度2018年度2017年度2016年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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[者］

⚫ 2023年度は全体的に減少し、2024年１月時点では5２9者となっている。

（出所）電力調査統計



小売電気事業者の都道府県別参入者数（低圧）

（出所）電力調査統計

⚫ 都道府県別の小売電気事業者の参入者数について2023年と2024年を比較すると、
低圧分野では、全ての都道府県で参入者数が減少している。

2023年3月 2024年3月
※グラフ上の数値は、2024年3月時点で小売実績がある事業者数。
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小売電気事業者の都道府県別参入者数（特別高圧・高圧）

（出所）電力調査統計

⚫ 都道府県別の特別高圧、高圧についての小売電気事業者の参入者数は、2023年と
2024年で同程度の水準。

2023年4月 2024年3月

※グラフ上の数値は、2024年3月時点で小売実績がある事業者数。
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スポット市場価格の推移

（出所）JEPXホームページ

取引価格（スポット市場）［円/kWh]
<2023年10月1日～2024年7月1日分>

平均価格（円/kWh）

最高価格（円/kWh）

200円/kWh超えの時間帯

100～200円/kWhの時間帯
(参考)0.01円/kWhの時間帯※

※2024年度の平均価格は2024年7月1日時点までの価格

⚫ スポット市場の価格は全面自由化以降、年間平均で10円/kWh弱であったが、2020年度冬期
の需給ひっ迫や2021年度後半からの燃料価格の高騰等で価格高騰や変動が発生。2023
年１月以降は、燃料輸入価格の低下に伴い、市場価格は低下傾向。

⚫ また、2020年度ごろから徐々に0.01円/kWhのコマが増加している。

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度※

16.5 14.7 9.8 8.5 9.7 9.8 7.9 11.2 13.5 20.41 10.74 10.02

55 44.6 44.9 40.0 50.0 75.0 60.0 251.0 80.0 100.0 52.94 21.66

0 0 0 0 0 0 0 0.3% 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 1.6% 0 0.04% 0 0

0 0 0 0 0 0 0.1% 1.5% 1.6% 3.3% 4.7% 6.6%
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時間前平均価格

時間前市場価格の推移

（出所）JEPXホームページ

［円/kWh]

⚫ 時間前市場における取引価格もスポット市場の取引価格と概ね同様の傾向。なお、2023年度
は、平均11.7円/kWhで推移。
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総電力需要量

JEPX取引量（約定量）のシェア

全面自由化後の卸取引市場の状況（取引量）

• 卸電力取引所の取引量は、小売全面自由化当初（2016年4月1日）には、総需要
の約2%であったのに対し、2024年3月時点で約30%程度。

（出所）JEPX、電力取引報

2016年4月
総需要の約2％

2024年2月時点
総需要の約30％程度
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2023年10月
グロスビディング休止
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燃料費・再エネ賦課金以外 燃料費 再エネ賦課金

⚫ 家庭用・産業用全体の電気料金平均単価は、第1次制度改革前(1994年度)に比べ、再エネ賦課
金と燃料費を除いた要素を比較すると、2023年度は約▲23％低下。

⚫ ただし､東日本大震災以降､燃料費の増大と再エネ賦課金導入等によって、2010年度に比べて約
+45%上昇｡

［円/kWh］

大手電力の電気料金平均単価の推移（1990年度以降）

FIT賦課金・
燃料費以外の要素
▲3.9円/kWh

(▲23％)
(1994→2023)

大手電力１０社における電気料金平均単価の推移（家庭用・産業用の全体平均）

（出所）発受電月報、各電力会社決算資料等を基に作成

※上記単価は、消費税を含んでいない。

※端数処理により合計した場合などに数値が一致しない場合がある。

※2022年度、2023年度については、電気・ガス価格激変緩和対策の効果も含まれている。

全体平均
＋7.2円/kWh

(＋45％)
(2010→2023)
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発電部門の自由化
小売部分自由化(特別高圧)

小売部分自由化(高圧)

小売全面自由化
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電灯平均単価（家庭用）

電力平均単価（産業用）

電灯・電力平均単価

原油CIF価格

約35%
上昇

電気料金単価
（円／kWh）

（出所）発受電月報、各電力会社決算資料、電力取引報等を基に作成

原油CIF価格
(円／kl)

電気料金平均単価の推移（2010年度以降）

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

再エネ賦課金
(円/kWh)

ー ー 0.22 0.35 0.75 1.58 2.25 2.64 2.9 2.95 2.98 3.36 3.45 1.40

原油CIF価格
(円/kl)

43,826 54,650 57,494 67,272 69,320 41,866 28,425 38,317 50,271 46,391 28,863 54,509 87,212 77,893

規制部門の
料金改定

ー ー 東京↗
北海道↗

東北↗ 関西↗
四国↗九州↗

中部↗
北海道↗
関西↗

ー 関西↘ 関西↘ 九州↘ ー ー －

北海道↗
東北↗ 東京↗
北陸↗中国↗
四国↗沖縄↗

※消費税、再エネ賦課金を含む。 ※2022年度、2023年度については、電気・ガス価格激変緩和対策の効果も含まれている。

（年度）

⚫ 燃料輸入価格の低下に加え、2023年1月に開始した電気・ガス価格激変緩和対策事業の効果もあ
り、2023年度の電気料金の平均単価は前年に比べて低下。

⚫ 震災前と比べると、2023年度の平均単価は、家庭向けは約35％、産業向けは約74％上昇。
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約74%
上昇
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低圧電灯（規制） 低圧電灯（自由） 規制料金と自由料金の加重平均

直近２年間の電気料金の推移

⚫ ロシアのウクライナ侵略等による燃料輸入価格の高騰に伴い、電気料金は高騰（特に自由料金）。

⚫ 2023年以降、電気・ガス価格激変緩和対策事業を実施したことに加え、燃料輸入価格が低下し
たことに伴い、電気料金は低下。

（円）

（出所）電力取引報より。FIT賦課金及び消費税を含む。
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（料金の請求月）

電気・ガス価格
激変緩和対策事業開始

▲7円/kWh ▲3.5円/kWh

（電気・ガス価格激変緩和対策
事業の開始前）

2023年1月
（加重平均）
約37.8円

2024年3月
（加重平均）
約29.0円

松元チェック済
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ロシアによる
ウクライナ侵略開始

※財務省貿易統計より。 2024年５月の価格は６月27日公表の確報値。

電気・ガス価格
激変緩和対策事業開始

⚫ 電気料金への影響が大きいLNGと石炭の燃料価格は、2022年夏頃に高騰したが、2023年に
は下落。現在、ロシアによるウクライナ侵略の開始時と同程度の水準に回復し、推移。

LNGは最高値と比べて半減。

石炭は最高値と比べ、
３万円程度価格が
下落している。

2022年                                    2023年                                                                   2024年

2024年5月
92,191円

2022年2月
95,033円

2022年2月
22,537円

2024年5月
23,917円

164,909円

59,180円



各電力会社の導入計画（概要）

⚫ 高圧部門（工場等）については、平成28（2016）年度までで全数スマートメーター導入完了。

⚫ 低圧部門（家庭等）については、東京電力管内では令和2（2020）年度末までに、中部・関西
管内では令和4（2022）年度末までに、北海道・東北・北陸・中国・四国・九州管内では令和５
（2023）年度末までに導入を完了。

⚫ 日本全体では、令和6（2024）年度末までに導入を完了する計画。

⚫ また、全ての電力会社は、HEMS設置等に伴いスマートメーターの設置を希望する需要家や、小売
全面自由化後、小売電気事業者の切替を希望する需要家に対しては、スマートメーターへの交換を
遅滞なく行うことを表明（平成25年９月）。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

高圧 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了

低圧 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了
2024
年度末

特高・高圧大口需要家
（契約電力500kW以上）

[約9万個]

高圧小口需要家
（契約電力500kW未満）

[約78万個]

低圧需要家

[約8,070万台]

スマートメーター設置台数

スマートメーターの導入完了時期

20



電力会社
（設置予定台数）

2024年
3月末時点
での設置

台数※１（万台）
及び設置率

H26
2014

H27
2015

H28
2016

H29
2017

H30
2018

R1
2019

R2
2020

R3
2021

R4
2022

R5
2023

R6
2024

北海道電力
（３７４万台）

３７３．7※2

１００％ 29/38 48/53 49/48 47/42 45/40 45/39 42/37 41/35 28/28

東北電力
（６７７万台）

６７７．２※2

１００％ 8/12 58/65 82/84 97/82 93/77 82/70 72/76 66/77 63/77 63/63

東京電力
(２,８４０万台)

２,８４０．7※2

１００％ 150/190 315/320 595/570 585/570 584/570 417/442 343/367

中部電力
（９６８万台）

９６７．５※２

１００％ 1/1 108/102 181/146 148/144 119/115 101/96 101/104 98/98 111/110

北陸電力
（１８３万台）

１８２．６※2

１００％ 15/15 22/25 25/25 24/23 23/22 19/19 20/20 17/18 18/18

関西電力
（１,３０５万台）

１,３０５．４※2

１００％ 154/160 174/170 210/170 182/170126/106※3 95/80※3 71/65※3 48/50 31/33

中国電力
（５０５万台）

５０５．１※2

１００％ 24/24 67/56 69/61 61/56 63/55 55/58 55/56 56/55 57/56

四国電力
（２６３万台）

２６３．０※2

１００％ 1/3 13/15 29/31 35/31 34/32 35/31 38/30 29/30 27/28 22/22

九州電力
（８６３万台）

８６３．４※2

１００％ 7/0 106/80 95/85 99/98 87/86 93/84※3 75/80※3 75/81※3 83/83※3

沖縄電力
（９３万台）

８５．８
９２．０％ 1/1 10/10 11/10 11/10 12/9 11/9 11/9 10/9 9/9 7

合計
８，０６４．４
９９．９％

314
/366 

744
/750 

1,350
/1,225 

1,296
/1,226 

1,198
/1,129 

960
/931

848
/851

444
/457

431
/446

280
/279 7

各年度末のスマートメーター導入台数（2024年3月末時点）
（設置台数／計画台数（～2023年度）・設置予定台数（2024年度～）） 各社の計画 単位【万台】

※1 試験導入にて設置したスマートメーターを含む
※2 一部取替作業が困難な場所などを除く（最終年度末時点）
※3 記載導入台数のほかに検定有効期間満了（検満）に伴うスマートメーターからスマートメーターへの取替を含む

各電力会社のスマートメーター導入計画

21



2. ガス小売全面自由化の進捗状況について

22



23
（出所）資源エネルギー庁調べ

⚫ ガス小売事業の事業者数(注1)は、自由化を開始した2017年4月時点以降増加傾向が続いている。

自由化後のガス小売事業者数の推移

（件）
ガス小売事業の事業者数の推移

236 241
252 259 267 272 277 280

0

50

100

150

200

250

300

2017.4 2018.4 2019.4 2020.4 2021.4 2022.4 2023.4 2024.4

（注1）旧簡易ガス形態のみの供給を行っている事業者は除く。
（注2）事業者数は全て、月初時点の数。
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ガス小売事業者の状況

⚫ 都市ガスネットワークに参入し、一般家庭へ供給している事業者（4４者）の各区域への参入状況は
以下のとおり。

大阪ガスネットワーク区域

西部ガス区域

東邦ガス
ネットワーク
区域

東京ガスネットワーク区域
〇東京電力エナジーパートナー
〇日本ガス
〇河原実業
・レモンガス
〇ガスパル
〇ファミリーネット・ジャパン

〇ENEOS
〇エバーグリーン・マーケティング
・レジル
・CDエナジーダイレクト
・エネックス
〇PinT
〇エフビットコミュニケーションズ
〇エクスゲート
・日東エネルギー
〇アースインフィニティ
〇グローバルエンジニアリング
〇東京エナジーアライアンス
〇サイサン
〇ミツウロコグリーンエネルギー
〇エルピオ
〇ストエネ
・エネクル

〇日本ガス
〇サイサン
〇河原実業
○東京ガス
〇ENEOS 
・京葉ガス
○エルピオ
・永田石油ガス
○東京電力エナジー
パートナー

東京ガスネットワーク周辺エリア

・中部電力ミライズ
〇東京電力エナジーパートナー
〇ガスパル
〇エクスゲート
〇エフビットコミュニケーションズ
〇サイサン
〇グローバルエンジニアリング
・Ｔ＆Ｔエナジー
〇東京エナジーアライアンス
〇エバーグリーン・マーケティング
〇ファミリーネット・ジャパン
〇ミツウロコグリーンエネルギー
〇PinT
〇エルピオ
○ストエネ
○アースインフィニティ

〇関西電力
〇ガスパル
〇東京電力エナジーパートナー
〇エフビットコミュニケーションズ
〇エクスゲート
〇アースインフィニティ
〇東京エナジーアライアンス
〇エバーグリーン・マーケティング
〇ファミリーネット・ジャパン
〇ミツウロコグリーンエネルギー
〇PinT
〇サイサン
〇ストエネ
○エルピオ
〇グローバルエンジニアリング

・九州電力
・島原Gエナジー
〇サイサン
・西部ガス佐世保
・西部ガス長崎
・西部ガス熊本
〇ストエネ

沖縄ガス区域

〇関西電力
・びわ湖ブルーエナジー

大津市区域

北海道ガス区域
・いちたかガスワン
・北海道電力

日本ガス区域
・コーアガス日本

・りゅうせき
・白石
・沖縄協同ガス
・エッカ石油

・ながた

静岡ガス区域

・イワタニ山陽

広島ガス区域

（注１）旧簡易ガス形態のみの供給を行っているガス小売事業者は除く。
（注２）旧一般ガス事業者のうち、他の都市ガスネットワークに参入していないみなしガス小売事業者は除く。
（注３）旧簡易ガス事業者のうち、都市ガスネットワークに参入していないみなしガス小売事業者は除く
（注４）旧一般ガス事業者の事業譲渡の場合は除く。
（注５）ガス小売事業を営む事業者から提出された供給計画表(2024年3月末)を基に、各区域への参入

状況を記載。

（注６）〇は複数地域に参入した事業者。
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（出所）電力・ガス取引監視等委員会  「ガス取引報」より作成

⚫ 件数の増加は緩やかになりつつあるが、依然として増加傾向。

新規小売の契約件数推移

（注）2021年4月に九州・沖縄地域における新規小売件数が大きく上昇しているのは、西部瓦斯株式会社の分社化に伴う体制移行による影響であり、市場に大きな変化があったものではない。

（件） （件）

新規小売の地域別家庭用契約件数 新規小売の用途別契約件数



26（出所）電力・ガス取引監視等委員会  「ガス取引報」より作成

⚫ 家庭用スイッチングのピークは、近畿、中部・北陸、九州・沖縄地域では小売全面自由化直後、
関東地域では2019年4月頃となっている。

他社スイッチングの状況

（件）

家庭用スイッチング件数（地域別）
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⚫ ガス販売量における新規小売の販売量比率は直近ではほぼ横ばい。

⚫ 2023年度は、全体のガス販売量の減少に伴い、新規小売の販売量もわずかながら減少となっている。

販売量における新規小売の動向

27
（出所）電力・ガス取引監視等委員会  「ガス取引報」より作成

（％）

（千㎥：標準熱量45MJ換算）
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家庭用の販売量における新規小売の動向

⚫ 家庭用の販売量における新規小売の割合（全国）は、2024年3月時点で見ると15.6%となっている。

（出所）電力・ガス取引監視等委員会  「ガス取引報」より作成

家庭用の販売量に占める新規小売の割合（地域別）

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

北海道 東北 関東 中部・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄 全国

近畿 20.7%

中国・四国 
0.0%

中部・北陸 18.1%

全国 15.6%

関東 14.3%

北海道 3.1%

東北 0.3%

九州・沖縄 24.9%

（注）2021年4月に九州・沖縄地域における新規小売の割合が大きく上昇しているのは、西部瓦斯株式会社の分社化に伴う体制移行による影響であり、
市場に大きな変化があったものではない。
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